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高校改革・特別支援教育課調べ 

資料１－① 小・中学校における特別支援学級の状況 

（出典）学校基本統計 

全国の特別支援学級在籍者数の推移（Ｈ２０～Ｈ３０） 

本県の知的障害及び自閉症・情緒障害特別支援学級在籍者数の推移（Ｈ２０～Ｒ１） 
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学級数 在籍者数 学級数 在籍者数 学級数 在籍者数

小 134 137 394 135 141 445 4 51

中 65 (1) 68 193 66 (1) 68 207 0 14

小 23 23 25 21 21 23 -2 -2

中 7 7 8 5 5 6 -2 -2

小 18 (3) 18 20 29 (3) 29 31 11 11

中 6 (2) 6 5 7 (2) 7 7 1 2

小 6 6 6 4 4 4 -2 -2

中 2 2 2 3 3 3 1 1

小 16 16 18 16 16 17 0 -1

中 4 4 4 5 5 5 1 1

小 139 150 489 141 (1) 159 596 9 107

中 65 (1) 70 240 68 (1) 76 264 6 24

小 158 (3) 350 952 159 (4) 370 1116 20 164

中 75 (3) 157 452 75 (3) 164 492 7 40

小中計 233 (6) 507 1404 234 (7) 534 1608 27 204

増減令和元年度平成30年度

自閉症・

情緒障害

弱視

肢体不自由

学校数（分校） 学校数（分校）

難聴

知的障害

障害種等

特
別
支
援
学
級

全障害種

合計

病弱・虚弱

 知的障害 肢体不自由 
病弱・ 

身体虚弱 
弱視 難聴 

自閉症・ 

情緒障害 
計 

学級数 209 26 36 7 21 235 534 

在籍者数 652 29 38 7 22 860 1608 

高校改革・特別支援教育課調べ 

本県の障害種別特別支援学級の編制状況（Ｒ１） 

本県の知的障害及び自閉症・情緒障害特別支援学級の推移（Ｈ２０～Ｒ１） 

高校改革・特別支援教育課調べ 
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市町村 校種 知的 肢体 病弱 弱視 難聴 自・情 計 合計

小 25 5 6 1 0 25 62
中 12 1 1 0 0 13 27
小 13 2 3 1 3 20 42
中 6 0 0 0 1 8 15
小 12 1 3 1 4 13 34
中 4 0 0 0 0 6 10
小 7 0 1 0 0 6 14
中 3 0 1 0 0 3 7
小 3 0 1 0 0 3 7
中 1 0 0 1 0 1 3
小 5 1 2 0 1 4 13
中 2 0 0 0 0 2 4
小 9 0 1 0 1 11 22
中 5 0 0 0 0 5 10
小 7 0 2 0 2 9 20
中 3 0 0 0 1 4 8
小 12 2 0 0 1 9 24
中 5 0 0 0 1 3 9
小 12 4 2 0 0 17 35
中 5 1 0 0 0 7 13
小 4 1 1 0 0 2 8
中 2 0 0 0 0 2 4
小 1 0 0 0 2 3 6
中 1 0 0 0 1 2 4
小 0 0 0 0 0 1 1
中 0 0 0 0 0 0 0
小 3 0 0 0 0 3 6
中 1 0 0 0 0 1 2
小 1 0 1 0 0 2 4
中 1 0 0 0 0 1 2
小 6 1 3 0 0 7 17
中 4 2 3 0 0 4 13
小 3 0 0 0 0 6 9
中 3 0 1 0 0 3 7
小 1 1 0 0 0 0 2
中 1 0 0 0 0 1 2
小 1 0 0 0 1 1 3
中 1 0 0 0 0 0 1
小 1 0 0 1 0 1 3
中 1 0 0 0 0 1 2
小 1 0 0 0 1 1 3
中 0 0 0 0 0 0 0

鳴沢村 小 0 0 1 0 0 1 2 2
小 4 2 0 0 0 5 11
中 1 0 0 0 1 2 4

河口湖南中 中 1 0 0 1 0 1 3 3
小 5 1 1 0 0 4 11
中 2 0 1 1 0 2 6
小 4 0 1 0 0 4 9
中 3 1 0 0 0 2 6
小 1 0 0 0 0 1 2
中 0 0 0 0 0 1 1
小 0 0 0 0 0 0 0
中 0 0 0 0 0 1 1
小 141 21 29 4 16 159 370
中 68 5 7 3 5 76 164

合計 小中 209 26 36 7 21 235

北杜市

山梨市

甲州市

笛吹市

南アルプス市

甲斐市

中央市

昭和町

韮崎市

534

16

3

12

1

8

6

30

富士川町

早川町

身延町

南部町

10

89

57

44

21

10

17

32

28

市川三郷町

甲府市

都留市

富士吉田市

1

3

33

48

富士河口湖町

大月市

忍野村

山中湖村

計

4

4

5

15

小菅村

丹波山村

上野原市

道志村

17

15

西桂町

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市町村別の特別支援学級設置数一覧（Ｒ１） 

高校改革・特別支援教育課調べ 
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資料１－② 小・中学校における通級による指導の状況 

 
（出典）文部科学省資料 

全国の通級による指導を受けている児童生徒数の推移（Ｈ５～Ｈ２９） 

本県の通級による指導を受けている児童生徒数の推移（Ｈ２７～Ｒ１） 

高校改革・特別支援教育課調べ 
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形態

自校通級

他校通級

巡回指導

自校通級

他校通級

巡回指導

（３）通級による指導（ろう学校）

区分

難聴

小学生

9

中学生

5

合計

14

47 293

対象 言語障害 自閉症 情緒障害 LD ADHD

（２）通級による指導

570

11

合　計

375 72 14 56 53

合計

小学生

1 16 18 21 8

108 58 26 54

3

64

6 2 1 5 4 18

中学生 3

4 9 20 6

1 0 4

40

497 158 79 146 116 996

1

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

高校改革・特別支援教育課調べ 

高校改革・特別支援教育課調べ 

本県の通級による指導を受けている児童生徒数の推移（Ｈ２２～Ｒ１） 

本県の通級による指導の形態別の児童生徒の状況（Ｒ１） 
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増減

学級数 学級数 学級数

言語障害 小 2教室 1教室 -1

小 3教室 3教室 0

中 1教室 1教室 0

小 13教室 14教室 1

中 2教室 4教室 2

聴覚障害 小・中 1教室 1教室 0

言語障害

発達障害

情緒障害

12

通
級
に
よ
る
指
導

1
（ろう学校）

令和元年度平成30年度

3
発達障害

情緒障害

14

学校数 学校数
障害種等

4

3

13

2

1 1

１
（ろう学校）

本県の通級による指導の設置学級の状況（Ｒ１） 

高校改革・特別支援教育課調べ 

高校改革・特別支援教育課調べ 



 

第３回特別支援教育振興審議会資料 

- 7 - 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料１－③ 高等学校における通級による指導の状況 

全国の高等学校における通級による指導の状況（Ｒ１） 

出典：文部科学省資料 

１ 中央高等学校における通級による指導 

・「高等学校における通級による指導実践研究校事業」Ｈ３０・Ｒ1 

・自校通級の方式 

・２・３年生８人を対象で開始（後期から１年生５人を追加する予定） 

・学校設定教科・科目「社会探究、社会探究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」 

Ｈ３１年３月に６人の生徒が２単位を取得 

※Ｒ２年度からは、新たな実践研究校事業の指定校を１校追加予定 

 

２ 県立ろう学校における通級による指導 

・Ｈ３０から吉田高等学校・都留高等学校で開始（１年生を対象）し、次年度以 

降は年次進行 

・巡回による指導の方式 

・放課後の指導（当該校の教育課程に追加） 

本県の高等学校における通級による指導の状況（Ｒ１） 
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【小学校】     

 平成２３年度 平成２５年度 平成２７年度 平成２９年度 

通常の学級在籍人数（人） 46,144 43,071 40,812 39,081 

特別の支援を必要とする児童（人） 1,688 1,862 2,168 2,707 

割  合  （％） 3.66 4.32 5.31 6.93 

     

【中学校】     

 平成２３年度 平成２５年度 平成２７年度 平成２９年度 

通常の学級在籍人数（人） 24,420 23,007 22,012 20,783 

特別の支援を必要とする生徒（人） 400 513 786 756 

割  合  （％） 1.64 2.23 3.57 3.64 

     

【高等学校】     

 平成２３年度 平成２５年度 平成２７年度 平成２９年度 

通常の学級在籍人数（人） 21,736 20,952 19,864 18,948 

特別の支援を必要とする生徒（人） 254 408 382 469 

割  合  （％） 1.17 1.95 1.92 2.48 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料１－④ 通常の学級に在籍する児童生徒の状況 

※県内公立小・中学校、高等学校への隔年調査  

本県の通常の学級に在籍する特別の支援を必要とする児童生徒数（Ｈ２３～Ｈ２９） 

高校改革・特別支援教育課調べ 
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本県の公立高等学校における特別の支援を必要とする生徒の状況等調査（Ｒ１） 
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資料１－⑤ 合理的配慮の提供について 

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の

推進（報告）」中央教育審議会初等中等教育分科会（Ｈ２４） 

（出典）文部科学省資料 

（１）共生社会の形成に向けて 

（２）就学相談・就学先決定の在り方について 

（３）障害のある子どもが十分に教育を受けられるための合理的配慮及びその基

礎となる環境整備 

（４）多様な学びの場の整備と学校間連携等の推進 

（５）特別支援教育を充実させるための教職員の専門性向上等 

合理的配慮について 

障害のある子どもが、他の子どもと平等に「教育を受ける権利」を享有・行使

することを確保するために、学校の設置者及び学校が必要かつ適当な変更・調整

を行うことであり、障害のある子どもに対し、その状況に応じて、学校教育を受

ける場合に個別に必要とされるもの。 
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「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（Ｈ２８） 

 
 
 障害を理由とする差別の解消を推進し，もって全ての国民が，障害の有無によ

って分け隔てられることなく，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する

社会の実現に資することを目的とする。 

 この法律では，国・都道府県・市町

村などの役所や，会社やお店などの事

業者が，障害のある人に対して，正当

な理由なく，障害を理由として差別す

ることを禁止している。 

 この法律では，国・都道府県・市町

村などの役所や，会社やお店などの事

業者に対して，障害のある人から，社

会の中にあるバリアを取り除くために

何らかの対応を必要としているとの意

思が伝えられたときに，負担が重すぎ

ない範囲で対応すること（事業者に対

しては，対応に努めること）を求めて
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年  度 研 究 指 定 校 

平成２６年度 ふじざくら支援学校 あけぼの支援学校 かえで支援学校 

平成２７年度 
ふじざくら支援学校 あけぼの支援学校 かえで支援学校 

盲学校 甲府支援学校  

平成２８年度 盲学校 甲府支援学校 

平成２９年度 ろう学校 やまびこ支援学校 

平成３０年度 ろう学校 やまびこ支援学校 

令和元年度 富士見支援学校 

令和２年度 富士見支援学校 

【趣旨】 

本事業は、各学校が障害のある子どもに対してその状況に応じて提供する「合理的配慮」の

実践事例を蓄積するとともに、適切な「合理的配慮」のための校内体制を整備すること等に資

するため、特定の学校を指定し、その学校が実践事例や、実践上の成果・課題、並びに課題の

解決策などについて研究･検討を行い、その普及を図ることにより、「合理的配慮」に関する

関係者の共通理解を醸成していくものである。 

【事業内容】 

（１）校内の実施体制の整備 

指定校は、管理職、学級担任及び専門的な知識や技能を有する教員等関係者からなる検討

委員会を設置するなど、在籍児童生徒等へ「合理的配慮」を提供するための校内体制を整備

する。 

（２）合理的配慮の検討 

指定校は、在籍する児童生徒等の障害の状態や教育的ニーズ等を把握の上「個別の教育支

援計画」及び「個別の指導計画」などを活用して、当該児童生徒等に関する「合理的配慮」

について検討・決定し、それぞれの計画に明記する。その際、必要に応じて、外部専門家等

を活用することができる。 

（３）合理的配慮の提供 

指定校において、当該児童生徒等に対する「合理的配慮」を提供する。 

（４）合理的配慮の評価 

指定校において、当該児童生徒等に提供した「合理的配慮」の内容を検証し、成果や課

題、課題への対応等を取りまとめる。その際、必要に応じて、外部専門家等を活用すること

ができる。 

（５）事例の記録 

「合理的配慮」が提供された当該児童生徒等の障害の状態、学校における基礎的環境整備

の状況、及び当該児童生徒等への「合理的配慮」の内容について児童生徒ごとに記録し、整

理する。 

インクルーシブ教育システムの構築に向けた「合理的配慮」実践研究事業 


